
介護現場におけるICT導入支援事業

【法人・事業所概要】
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（本シートも申請書に添付して提出してください。）

要

要

要

要

要

要

独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が実施する

「SECURITY　ACTION」の「★一つ星」または「★★二つ

星」のいずれかを宣言することがわかる資料。（メール等写し

で可。）

連絡先 電話番号 E-mail

チェックシート

法人名

導入する事業所名

事業所所在地

〒

事業所番号

〒

法人住所地

サービス種類

代表者職名 代表者名

書類作成担当者名

様式第１号（事業計画書） 要

要提出

表示欄

事業所

チェック欄

様式第２号（収支予算書）

様式第３号（所要額調書）

様式第４号（所要額内訳書）

事業者及び事業所の概要が分かる資料(パンフレットや重要事

項説明書など。)

要

補助対象ソフト、機器等の見積書

補助対象ソフト、機器等の仕様書及びカタログ

LIFEを利用していることわかる資料(利用申請の写しや画面の

スクリーンショットなど。)及び、導入する又は導入している

ソフトがLIFE標準仕様に対応していることを示す資料、LIFEの

CSV取込機能への対応状況確認書。

導入する又は導入している介護ソフトが標準仕様に該当する旨

を示す資料、最新版のケアプラン標準仕様への対応状況確認

書。



別記

様式第１号（第５条、第10条関係）

【１　法人・事業所概要】

名

※１

※２ 導入計画書提出時点のサービスを提供している要介護者及び要支援者の合計とする。

【２　導入する意義・目的】

　ICTを導入することで、どのような課題を解決したいと考えているかを記入すること。

【３　本補助金を用いて導入するICT機器等】

事業計画書（実績書）

法人名

サービス種類

導入する事業所名

事業所番号

書類作成担当者名

連絡先 電話番号 E-mail

導入計画書提出時点における常勤換算方法により算出された人数（「指定居宅サービス等の

事業の人員、設備及び運営に関する基準」（平成11年厚生省令第37号）第２条第８号等の

規定に基づいて計算した人数とし、小数点以下は四捨五入するものとする。）とするが、居

宅を訪問してサービスを提供する職員（訪問介護員、居宅介護支援専門員等）及び管理者や

生活相談員等の職員については、従事する職務の性質上、実人数（常勤・非常勤の別は問わ

ない。）としても差し支えない。

利用者（入居者）の人数（※２）

　事業所の課題を解決するために導入するICT機器等を記入すること。

ICTを活用する職員の人数（※１） 名



【４　ICT機器の導入による業務フローの見直し】

　ICTを導入することにより、業務フローがどのように変わるかを記入すること。

【５　導入を進めるための実施体制】

　ICTを導入の際、法人内外でどのような実施体制をとるのかについて記入すること。

【６　職員への研修計画や技術的な支援体制の整備】

ICT機器の使用方法等について職員への研修計画について現在検討している内容を記入すること。

記入例）①ICT機器・ソフトウェアを活用することによる抜本的な業務効率の改善

－通所介護計画に基づく日々の介護記録、利用者の連絡帳、申し送り（特記）に転記していた

サービス提供の記録を介護ソフトの導入によって転記不要となるように記録の範囲を検討する。

－導入前の記録に要した業務分担を洗い出し、導入後の業務分担をシミュレーションし、記録に

かかる時間の短縮をどれだけできるか、検討する。

②サービスの質向上

－記録を速やかに情報共有し、利用者へのサービス向上を図るための体制を構築する。

－通所サービスが、利用者の状態の維持・改善二寄与しているか、自立支援に繋がっているかを

確認するため、利用者の状態をデータに継続的にとり、科学的介護情報システム（LIFE）の活用を行う。

記入例）・以下のように担当を定める

管理者：導入計画、研修計画の作成、効果検証

主任：利用者・関係者への説明、業務フローの見直し取りまとめ

ICT研修担当：職員研修の実施

・今後の運用ルール、介護ソフトでの記録のルール等の見直しは、週１回定期的に開催されている事業所ミーティング

で検討の時間を設け、実際にICT機器・ソフトウェアを使用する職員の声を取り入れて実施する。

記入例）操作研修：8月に実施を予定している。導入業者により講習会を２回開催予定。職員及

び請求担当者を対象とする。

試験期間研修：10月～11月に実施を予定している。研修担当者による職員のOJTを行う。

内容は、タブレット操作方法、介護ソフト操作及び業務改善について扱う。



【７　期待される効果】

【８　補助要件に係る確認事項】

  以下の要件について満たしているものに○を記入すること。

（１）本事業のすべての補助事業所が満たすべき要件。

（注意）以上の６つの要件は、すべて○でなければ補助事業所として認められません。

①

ICTの導入・活用により、業務の改善・効率化等が進められ、職員の業務負担軽減やサービス

の質の向上など生産性向上が図られるとともに、収支の改善が図られた場合には、職員の賃金

へも適切に還元することとし、その旨を職員等に周知すること。

③

タブレット端末等を導入する際にあっては、必ず介護ソフトインストールのうえ、業務のみに

使用すること。機器の導入後は、補助目的以外の使用の防止及び私物と区別するため、業務用

であることを明確に判別するための表示（シール等による貼附）を行うなど事業所で工夫して

管理すること。

④

⑤

独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が実施する「SECURITY　ACTION」の「★一つ星」又

は「★★二つ星」のいずれかを宣言すること。事業所単位で単一の法人番号を有していない場

合には、事業所の代表者を「個人事業主」として申し込むこと。加えて、個人情報の観点か

ら、十分なセキュリティ対策を講じること。なお、セキュリティ対策については、厚生労働省

「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン第6.0版」（令和5年5月）を参考にする

こと。

事業完了後も県からの指示に基づき、導入効果の報告を行うとともに、ICT導入に関して他事

業者からの照会等に応じること。ただし、事業所職員や利用者の個人情報等の照会に応じる必

要はないことに留意すること。

②

⑥

　ICT機器を導入することで、事業所にどのような効果が生まれるのか（期待しているのか）記

入すること。

厚生労働省が発行する以下の資料を参考に、ICTを活用した事業所内の業務改善に取り組み、

国実施要綱の「７　導入計画の作成及び導入効果の報告・公表」に基づき、導入計画を作成す

ること。

・介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン

・介護サービス事業所におけるICT機器・ソフトウェア導入に関する手引き

・介護ソフトを選定・導入する際のポイント集

「科学的介護システム（Long-term care Information system For Evidence ; LIFE（ライ

フ）。以下、「LIFE」という。）による情報収集に協力すること。なお、本事業においてタブ

レット端末等のみを導入する場合も同様に情報収集に協力すること。

本事業を実施する事業所は以下の要件を満たすこと。



　

（２）一部事業所が満たすべき要件

【９　補助率等に係る確認事項】

（１）事業所の介護ソフト導入状況（申請時の状況であてはまるものに○をつけること。）

※１

（２）今回の申請状況(補助金を用いて導入するものに○をつけること。）

③

介護事業所での業務を支援するソフトウェアであって、記録業務、情報共有業務(事業所内外の

連携含む。)、請求業務を一気通貫で行う事が可能となっているものであること。(転記等の業

務が発生しないこと。)。

ケアプラン標準仕様の連携対象となる介護サービス事業所の場合、最新版のケアプラン標準仕

様に準拠し、以下のイ)からホ）までの全てのCSVファイルの出力・取込機能を実装した介護ソ

フトであること。

イ）利用者補足情報　ロ）居宅サービス計画１表　ハ）居宅サービス計画２表

ニ）第６表（サービス利用票）、実績情報　ホ）第７表（サービス利用票別表）

以下のいずれかを対象とする。

・「入退院時情報連携標準仕様」を実装したソフトウェア

・「訪問看護計画等標準仕様」を実装したソフトウェア

・厚生労働省が別途定める方式による財務諸表のデータ出力機能を有するソフトウェア

①

②

本事業によって「介護ソフト」を導入する事業所は、以下の要件を満たすこと。

保守経費等

記録業務、情報共有業務（事業所内外の情報連携含

む。）請求業務を一気通貫で行う事が可能になって

いる介護ソフトがすでに導入されているか。

導入あり 一部導入あり 導入なし

「一部導入あり」とは、一気通貫となっておらず、記録のみなど、一部機能を有するソフトを導入し

ている場合を指す。

日中のサポート体制を常設していることが確認できる製品であること（有償・無償を問わない）。

また、研究開発品ではなく、企業が保証する商用の製品であること。

情報端末

通信環境機器等

その他

「居宅介護支援事業所と訪問介護などのサービス提供事業所間における情報連携の標準仕様」(以下「ケア

プラン標準仕様」)の対象となる介護サービス事業所については、以下の①及び②を、それ以外のサービス

事業所については①を満たす介護ソフトであること。また、以下の①を満たした上で、以下の③の機能を

有するソフトウェアについても補助対象とする。

介護ソフト



（３）　補助率に係る確認事項

①

② 枚

③ 枚

以下の要件について満たすものに○を記入すること。なお、下記１から３までのいず

れかの要件を満たす場合、補助率は３／４となる。

１　LIFEへの情報提供について(要件に該当する場合、①も回答すること。)

本事業によってICTを導入後の事業所の文書量見込み(１か月あたり)

３　文書量を半減する計画について(要件に該当する場合、①～③も回答すること。)

①

要

件
本事業によって文書量を半減させることが可能であるか。

半減させる文書の種類について記してください。

連携の内容や連携する事業所を以下に記してください。

連携の内容

本事業によってICT導入を実施する前の事業所の文書量(1か月あたり)

連携を行う事業所名

①

使用している又は導入する介護ソフトは、LIFE標準仕様に準じて介護ソフトから出力

されたCSVファイルを、LIFEのCSV取込機能により行っている。

２（２）事業所外とのデータ連携について(要件に該当する場合、①も回答すること。)

LIFEの利用申請を既に行っており、情報提供に協力している又は協力する

予定か。

要

件

「ケアプランデータ連携システム」以外のシステムを使って、居宅サービス計画書

等のデータ連携を行う又は行うことを予定している。

要

件

２（１）事業所外とのデータ連携について（(1)・(2)で該当する方をご記入ください。)

要

件

公益社団法人国民健康保険中央会が運用する「ケアプランデータ連携システ

ム」のデータ連携サービスを利用して、ケアプラン標準仕様に準じて出力され

たCSVファイルにより、居宅サービス計画書等のデータ連携を行う又は行うこ

とを予定している。なお、異なる介護ソフトベンダーが提供する介護ソフト

ユーザー間のデータ連携である。



様式第２号（第５条、第10条関係）

１　収入 （単位：円）

区分 積算内訳

合計

２　支出 （単位：円）

県補助 自主財源 事業費計

合計

区分

支出予算（決算）額

積算内訳

収支予算（決算）書

収入予算（決算）額



様式第３号（第５条、第10条関係）

法 人 名：

事業所名：

（単位：円）

対象経費
Ａ

控除額
（その他の収入）

Ｂ

補助対象経費
Ｃ（Ａ－Ｂ）

補助対象経費Ｃに
補助率を乗じたもの

Ｄ

補助上限額
Ｅ

交付申請額
Ｆ

注３）変更申請の際には、各欄を二段書き（上段に変更前、下段に変更後）すること。

注４）Ｆ欄には、Ｄ欄とＥ欄のいずれか低い方の額を記載すること。

所要額（実績額）調書

注１）Ｂ欄は、寄付金その他の収入等控除すべきものがあるときに記載すること。

注２）Ｄ欄には、Ｃ欄に別表に掲げる補助率のうち該当するいずれか（1/2又は3/4）を乗じ
　　て得た金額（千円未満切り捨て）を記入すること。



様式第４号（第５条、第11条関係）

法 人 名：

事業所名：

区分 規格 単価 数量 金額(円） 備考

合計

所要額（実績額）内訳書



宮崎県知事　殿

　　　 住所

       氏名

様式第５号（第５条関係）

年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(法人にあってはその名称及び代表者の氏名)

特別徴収実施確認・開始誓約書

チェック欄（いずれかに該当する□にチェック（☑）を入れてください。）

１　領収証書の写しを添付

　　　当事業所は、現在　　　市（町・村）の特別徴収義務者の指定を受け、従業員等の
     個人住民税について、特別徴収を実施し納付しています。

２　添付する領収証書の写しがない場合等

　６ヶ月以内の領収証書の写しを
　　　　ここに貼付してください。

　２（１）から（３）までのいずれかに該当する場合、市町村の
　　　税務担当窓口で必ず確認印を受けてください。

  （１）特別徴収を実施している旨の確認

　　　　当事業所は、現在　　　市（町・村）の特別徴収義務者の指定を受け、従

　　　業員等の個人住民税について、特別徴収を実施しています。

　　　　※　指定番号は各事業所で事前に記入してから確認印をもらってください。

　（２）特別徴収義務がない旨の確認

　　　　当事業所は、特別徴収義務のない事業所です。

　（３）特別徴収義務がない旨の開始誓約

 上記市町村の特別徴収義務者指定番号：

　　　　当事業所は、　　　　年　　月　　日から、従業員
      等の個人住民税について、特別徴収を開始することを
      誓約します。
　　　　つきましては、特別徴収税額の決定通知書を当法人
      あてに送付してください。

市町村確認印　確認欄



様式第６号（第５条関係）

            年　　月　　日  

　宮崎県知事　　　　　　　　　殿

                                 住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　 　ﾌﾘｶﾞﾅ

                                 氏　　名

                               （法人にあってはその名称及び代表者の氏名）

                               （代表者）生年月日        年　　月　　日  （性別）

　

誓　　約　　書

私は、令和５年度介護現場におけるＩＣＴ導入支援事業費補助金交付申請を行うに当たり、次の
事項について誓約します。

  ※チェック欄（誓約の場合、□にチェックを入れてください。）

　自己及び本事業実施主体の構成員・役員等は、次のアからウまでのいずれにも該当するもので
　はありません。また、事業実施主体の運営に対し、次のアからウまでのいずれの関与もありませ
　ん。

  ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第
　　２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

  イ　暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

　ウ　暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者


